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研究要旨 
 
近年、先進諸国のみならず、新興国においても「ポスト人口転換」とも呼ばれる低出生・

低死亡の継続や、国際人口移動の活発化など、国際的な人口動向が変化する一方、国内で

は継続的な低出生力や人口減少と人口の大都市集中、高齢期の長期化やこれに伴う生活・

居住形態の多様化等、少子化・高齢化に関する新たな動きが顕在化してきている。本研究

では、このような人口や世帯の新潮流について、国際的・地域的視野を踏まえながら的確

に捉えるとともに、国立社会保障・人口問題研究所が行う人口・世帯の将来推計の精度改

善及びその応用を目的とした人口学的研究を行うものである。 
社人研の人口・世帯の将来推計は、公的年金の財政検証を始めとした様々な厚生労働行

政の施策立案に活用されており、本研究による人口・世帯に関する一連の将来推計の精度

改善は、このような各種施策の定量的な議論に資するとともに、国民の各種制度に対する

信頼性の向上に結びつく効果が期待される。さらに、各種人口変動要因に関する動向分析

の深化により、わが国の急速な少子化・高齢化の要因を踏まえた、きめ細やかな施策立案

が可能となる。また、今後より関心が高まると考えられる、地域・世帯推計や国際人口移

動などに重点を置いた将来推計に関する方法論改善により厚生労働行政施策のニーズに

マッチした地域・世帯に関する詳細な将来推計結果の提供が可能となる。 
本研究は、①国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した総合的な

人口・世帯の動向分析、②地域・世帯推計に重点を置いた将来推計モデルの深化に関する

基礎的研究、③将来推計を活用した政策的シミュレーションに関する研究の３領域に分け

て進める。３年度は、①として、外国人集住地区の地域分布と特性に関する分析，子世代

の視点からみた老親介護の継続性，②として、市区町村別世帯数の将来推計の試み，2015
年国勢調査を用いた年齢－都道府県構造化人口モデルの感度解析、③として、都道府県別

にみた将来の人口増加率の要因分解について、研究代表者が中心となり研究協力者の協力

を得ながら研究を進めたほか、各研究分担者においても研究が遂行された。 
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Ａ．研究目的 
近年、先進諸国のみならず、新興国にお

いても「ポスト人口転換」とも呼ばれる低

出生・低死亡の継続や、国際人口移動の活

発化など、国際的な人口動向が変化する一

方、国内では継続的な低出生力や人口減少

と人口の大都市集中、高齢期の長期化やこ

れに伴う生活・居住形態の多様化等、少子

化・高齢化に関する新たな動きが顕在化し

てきている。本研究では、このような人口

や世帯の新潮流について、国際的・地域的

視野を踏まえながら的確に捉えるとともに、

国立社会保障・人口問題研究所が行う人

口・世帯の将来推計の精度改善及びその応

用を目的とした人口学的研究を行うもので

ある。 
社人研の一般会計の将来推計事業は、確

立した手法により公的推計を実施・公表す

るものであるため、これまで厚生労働科学

研究費事業の枠組みで将来推計の先端的な

手法や理論を科学的に研究開発するための

研究を行ってきており、先行研究「人口減

少期に対応した人口・世帯の動向分析と次

世代将来推計システムに関する総合的研

究」において、最先端技術を応用した人口

減少期における総合的な人口・世帯の動向

分析、地域・世帯に関する推計に重点を置

いた次世代将来推計モデルに関する基礎的

研究、将来推計を活用した政策的シミュレ

ーションに関する研究を推進してきた。特

に、この先行研究においては、各種推計間

の整合性について、多地域モデル指向で推

計を行うための方法論に関する基礎的な研

究成果が得られたところであり、本研究は

これらの研究成果をさらに発展させる観点

から、より本格的な多地域モデルによる将

来推計上の課題の抽出等、方法論の深化と

ともに、実際の将来推計システムに実装す

るための研究を行い、これを通じて将来推

計の精度改善を行うことを目標とする。 
 
Ｂ．研究方法 
研究は以下の①～③の３領域に分けて進

める。 
 

① 国際的・地域的視野から見た少子化・高

齢化の新潮流に対応した総合的な人口・世

帯の動向分析 
先進諸国等における最新の出生・死亡研

究、全国・地域別の出生・死亡・移動とそ

の人口学的メカニズム、離家・結婚・同棲・

離婚等の世帯形成・解体行動、外国人人口

の分布と移動、移動と世代間関係に関する

研究動向や最先端技術のレビュー、データ

ベース整備および基礎的分析を行う。 
さらに、結婚・出生動向分析については、

人口学的分析に適した結婚・出生データベ

ースの開発及びこのデータベースを利用し

た人口学的指標の開発と動向分析を行うと

ともに、出生意欲と現実出生力の差に関す

る要因及び出生意欲の将来動向に関する分

析を行う。 
地域と世帯に関しては、日本における地

域別の人口構造が各地域の出生・死亡・移

動に与える影響、世帯形成・解体行動と地

域間移動の関連性に対する分析を行う。 
移動に関しては、若年層の進学・就職・

結婚過程における移動の実態把握と若年層
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の就業と世代間居住関係に関する分析、外

国人人口の分布と移動が地域人口変動に与

える影響に関する分析、国際人口移動およ

び国内人口移動が地域人口の動向に与える

影響に関する研究を行う。 
また、高齢者の動向に着目し、高齢者と

別居子の居住関係とその要因分析、介護人

材の分布・移動に関する基礎的分析、高齢

者の健康状態と居住地移動の地域性、介護

人材の分布・移動の地域性に関する分析を

行う。 
 

② 地域・世帯推計に重点を置いた将来推計

モデルの深化に関する基礎的研究 
出生・死亡モデルについて、諸外国等の

先進的な出生・死亡推計モデルのレビュー

に基づき推計モデルの精緻化に関する研究

を行い、日本の近年の結婚・出生・死亡動

向に適合した推計モデルの開発をおこなう。

また、国際人口移動について、外国人出生・

死亡パターンの解明とストック人口推定の

精緻化を行い、外国人将来推計改善モデル

の開発と推計結果の評価を行う。 
地域推計については、国際人口移動の地

域的差異に関する研究や、人口移動調査を

用いた都道府県別移動性向に関するデータ

整備を行う。 
さらに、世帯推計の方法論的考察に基づ

きつつ、地域別人口推計と世帯推計の統合

化に関する研究を、また、人口・世帯変動

における都道府県別移動性向の差異に関わ

る基礎的分析を行い、都道府県別移動性向

に基づいた人口・世帯推計に関する総合的

研究を行う。 
 
③ 将来推計を活用した政策的シミュレー

ションに関する研究 
将来推計のシミュレーション応用につい

て、日本人・外国人の国際人口移動に関す

る政策変化と将来の人口規模・構造への影

響、国際人口移動施策の違いが人口動態と

将来人口に及ぼす影響の方法論を研究する

とともに、外国からの介護人材確保と社会

保障制度との関係についての基礎的な分析、

外国からの介護人材確保と社会保障制度へ

の影響と課題に関する分析と政策シミュレ

ーションのシナリオ設定に関する検討を行

い、外国からの介護人材確保と社会保障制

度との関係について政策シミュレーション

へのパラメータおよび政策提言の提示と将

来人口・社会保障シミュレーションを研究

する。 
 また、地域・世帯に関する応用研究とし

て、人口移動および出生に関する政策効果

が発揮された場合の地域別将来推計人口、

世帯・居住状態の変化が政策的・行政的ニ

ーズに及ぼす影響に関する研究を行う。 
 
なお、研究全般にわたり、社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し、諸外国や国際機関などと

緊密な国際的連携を図って研究を進める。

また、研究所が有する人口・世帯の将来推

計に関する研究蓄積を方法論やモデル構築

研究に活かすとともに、所内外の関連分野

の複数の研究者に研究協力者として参加を

要請し、総合的に研究を推進する。具体的

には、社人研からは、国際関係部中川雅貴

室長、余田翔平室長、情報調査分析部別府

志海室長、人口構造研究部鎌田健司室長、

菅桂太室長、小山泰代室長，大泉嶺主任研

究官、人口動向研究部是川夕室長、中村真

理子研究員、所外からは早稲田大学教育・

総合科学学術院山内昌和准教授に研究協力

者を依頼し、研究協力を得た。 
本研究にあたっては、統計法 32 条に基

づき、人口動態統計、及び出生動向基本調

査、並びに、統計法 33 条 1 号に基づき、

国勢調査の個票情報の提供を受けている。 
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Ｃ．研究成果 
(1) 国勢調査基本単位区レベルのデータを

用いて，外国人集住地区の地域分布と特性

について分析したところ，歴史的に韓国・

朝鮮籍人口が多い近畿の大都市部に加えて，

ブラジル人の定住化が進む東海・北関東に

おいて，集住地区居住外国人の割合が高く

なる傾向が確認された。また，集住地区居

住外国人の割合は全体的に低下傾向にある

一方で，ブラジル人においてその割合が顕

著に高く，2000 年代以降ほとんど変化して

いないことが明らかとなった。 
(2) 老親介護の実態を定量的に把握するこ

とを目的に，第１回全国家族調査と中高年

者縦断調査のデータの分析を行った．1921
年～40 年生まれで 58 歳までに母親との死

別を経験した男女のうち，母親が介護を必

要としなかったか，母親の介護に関わらな

かった割合は約５割であった．介護に関わ

った者についても１か月未満が最も多く，

３年を超える者は限られていた． 
(3) 静岡県を対象地域とし，市区町別世帯

数の将来推計を試みた。ただし，推計精度

を検証するために，2010 年国勢調査を基準

として 2015 年の市区町別・男女年齢別・

家族類型別の世帯数推計を行い，2015 年国

勢調査による実績値との比較を行った。ま

た，市区町別・男女年齢別・家族類型別の

世帯主率は不安定となることを考慮して，

市区町・男女年齢・家族類型をそれぞれ縮

約して推計を行い，推計精度が向上するか

どうかを確認した。 
(4) 年齢構造と都道府県間の移動を考慮し

た安定人口モデルを構築し，感度分析と内

的自然増加率を計算するための，特性方程

式と繁殖価と安定年齢分布を導いた．人口

減少社会に対する移住と出生率の影響は年

齢に依存する． 
(5) 社人研が 2018 年に公表した「地域別将

来推計人口」（平成 30 年推計）の都道府県

の推計結果について，将来の人口増加率を

基準人口の年齢構造，出生率，生残率（死

亡仮定），純移動率の 4 要因に分解した結

果，すべての地域で基準人口の年齢構造要

因によるマイナスの影響が最も大きいこと

がわかった。 
 
研究代表者は小山との共同で(3)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し、(1)は中

川、(2)は中村，(4)は大泉が担当した。なお、

その他の研究分担者（鈴木、林、小島、千

年、岩澤、守泉，石井）の研究成果につい

ては各分担研究報告書を参照のこと。 
 

Ｄ．考察 
(1) 分析結果は，1990 年以降に増加した外

国人の地理的分布と構成の変化が，小地域

レベルでみた集住地区の分布にも反映され

ていることを示すものである．また，非大

都市圏においても，近年の外国人留学生や

技能実習生の増加が著しい地域などで外国

人集住地区が点在しており，こうした若年

層を中心とする外国人の局地的・短期的な

増加によって，非大都市圏においても外国

人集住地区が新たに形成されつつある実態

が確認された。 
(2) 第１回全国家族調査（NFRJ98）の分

析によって，1921 年～40 年生まれの者の

過半数が 50 代後半までに母親との死別を

経験していること，母親との死別を経験し

た者の半数は母親に要介護期間がなかった

か，介護に関わらなかったこと，介護に関

わった者でも介護期間は１か月未満が最も

多く，６か月以内が半数程度を占めている

ことが明らかになった．また，中高年者縦

断調査（第１回～第４回調査）の集計から

みると，2000 年代に 50 歳代の個人が開始

した自身の母親介護が１年後にも継続して

いる確率は４～５割程度（ただし脱落した

ケースを除外すると約８割）であった． 
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(3) 県全体の世帯主率および市区町別男女

年齢別人口が所与というタイトな条件のも

とでは，5 年後の市区町別世帯数の推計精

度は全体としては良好であった。しかし，

平均世帯人員の観点から誤差の傾向を分析

すると，実績値ベースでは 2010～2015 年

で平均世帯人員の市区町間較差は縮小して

いたが，今回の推計では県全体の傾向に合

わせて各市区町で一律の仮定を設定したた

めに，2010 年時点で平均世帯人員の多い地

域と少ない地域で相対的に誤差が拡大する

こととなった。したがって，世帯主率の仮

定設定手法には大いに検討の余地がある。 
(4) 地域間移動を含む年齢構造モデルは，

各地域の年齢毎の繁殖価と安定年齢分布の

密度の偏りに大きく依存する．出生率の内

的自然増加率に関する感度は 0 歳繁殖価の

値とその地域の安定年齢分布の積に依存す

る．出生地を親の居住地を引き継ぐのか，

出生数の比を地域別に一定と置くかによっ

て地域別の 0 歳繁殖価が異なるか同じにな

るかが，ポイントとなる．前者はより複雑

な世代を超えた移住の系譜が人口増加率に

影響を与えるため，解析は今後の課題とな

ったが，後者は一世代毎に出生割合が固定

されているため，出生率の感度は地域毎の

安定年齢分布のみに従う．一方，生存率を

含む都道府県への移動率の感度は，安定年

齢分布の密度の高い年齢層と地域から，繁

殖価の高い次年に繁殖価の高い地域への移

住率が高い感度を持つ．これは，出生数一

定の仮定によって平均化されるわけではな

い．これらから，出生率の改善と移住率の

変化による効果は年齢に依存すると推察で

きる． 
(5) 2015 年時点で 65 歳以上人口割合が高

く，すでに人口減少が始まっている非大都

市圏では，ほぼ全年齢で年齢構造要因によ

って人口減少が構造的に生じる。特に 60
代前後の第一次ベビーブーム世代が多い地

域ほど人口減少率が高い傾向にある。一方

で，大都市圏は年齢構造要因による年少人

口・生産年齢人口の減少，老年人口の増加

がみられ，今後，高齢化が進んでいく構造

が観察される。移動要因は，近年の大都市

圏への移動，とりわけ東京一極集中の傾向

に基づく仮定値設定を行っていることもあ

り，若年人口は大都市圏で，中高年人口は

非大都市圏でそれぞれプラスの寄与が観察

された。また，反事実的仮定において出生

率が上昇すると，前述のような移動構造が

仮定されていることもあり，大都市圏では

移動要因のプラスの寄与が拡大し，非大都

市圏ではマイナスの寄与が拡大する。死亡

要因については，全地域でほぼ同様に 60
代から徐々にプラスの寄与が拡大し，90 歳

以上で最も寄与が大きい結果となった。 
 
研究代表者は小山との共同で(3)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し、(1)は中

川、(2)は中村，(4)は大泉が担当した。なお、

その他の研究分担者（鈴木、林、小島、千

年、岩澤、守泉，石井）の研究成果につい

ては各分担研究報告書を参照のこと。 
 
Ｅ．結論 
(1) 本稿における分析によって，非大都市

圏の地方都市においても外国人集住地区が

形成されつつあることなど，これまで明ら

かにされることのなかった集住地区の全国

的な分布状況が確認された。同様に，イン

ドネシアやベトナム人など，近年増加の著

しい東南アジアからの外国人の集住地区居

住割合が，中国人や韓国・朝鮮人のそれよ

りも高い水準にあることが明らかとなった。

こうした外国人の局地的な集住や集団間の

空間的居住分化は，その地域社会への適応

や社会経済的統合状況を反映すると考えら

れる。本稿で用いた小地域データを個人や

世帯単位のデータと組みわせたうえで，小

17



 

 

地域の特性による効果や地域間の差異を考

慮した精緻な分析を進めることが今後の課

題である。 
(2) 高齢者の介護を扱った研究はこれまで

にも行われてきたが，「ある個人がライフコ

ースの中で家族（老親）介護行う確率はど

の程度なのか？」「ある個人がどのような関

係の相手に対して，どの程度の介護を行う

のか？」といった基本的な疑問に答え，個

人のライフコースにおける家族介護の実施

経験を定量的に把握することは十分には行

われてこなかった．また，従来の研究・調

査の多くが対象を女性としてきたため，近

年注目されている男性による家族介護が近

年発生したものなのか，もともと行われて

いたにも関わらず注目されてこなかったも

のなのかが不明であった．本研究は，戦前

生まれの個人のライフコースにおいて，老

親介護がどのようなイベントであったのか

を定量的に示した．加えて，介護・看病に

あたった期間に限ってみれば，男性も自身

の親の介護に一定程度関わっていたことを

明らかにした．戦後，親世代の平均寿命の

延伸とともに，親の介護を行う子世代のき

ょうだい数の減少が進んだ．その結果，近

年の出生コーホートでは，戦前の出生コー

ホートと比較して，老親介護はより高い年

齢・高い確率で経験する，より長期間にわ

たるライフイベントになっていると予測さ

れる． 
(3) 将来の市区町村別世帯数の推計誤差に

ついては，社人研が過去に行った都道府県

別世帯数の推計値の誤差を人口要因と世帯

主率要因に分解して分析することによって，

ある程度の見通しが得られると考えられる。

世帯主率の仮定設定については，社人研の

都道府県別世帯推計と同様，過去 15～20
年程度の時系列的な傾向を踏まえることに

よって，より投影の観点に即した仮定設定

が可能になると考えられる。各種属性を縮

約した推計では，家族類型を無類型とした

場合で推計精度は大きく向上した。他地域

または他時点でも同様に当てはまる普遍的

な現象であるかどうかは今後検証していく

必要があるが，市区町村別には家族類型無

しでも世帯主の男女年齢別世帯数の推計値

があれば政策等への活用が可能な場面も多

いと考えられ，地方自治体等が独自に市区

町村別の世帯数推計を行う場合には参考と

なる結果といえよう。 
(4) 感度分析は地域別出生率、地域間移動

率で構成された安定人口モデルの内的自然

増加率に関してこれらのパラメータにおけ

る偏微分係数を数値的に導くものである．

従って実データに対してその近傍における

摂動に対する応答を考えるので長期的な政

策提言には不向きなところがある．一方で，

少子高齢化の進む我が国において長期的な

課題は，より若い段階で結婚をし，平均 2
人以上の子供がいる社会に近づくことであ

る．この課題は大きなパラダイムの変化を

要する為、実現する為の問題は多い．一方

で，感度を基にした政策課題は人口の安定

化そのものは実現できなくても，人口減少

の緩和に一定の役割を果たすものと考えら

れる．繁殖価は加齢とともに終局的には減

少するので，移動の効果は若い年齢層で重

要になる．一方、前述より安定年齢分布が

高齢に偏る為，出生は高齢層の改善が重要

になると結論づけられる．こうして年齢毎

に必要な政策が分かれる可能性が生まれる． 
(5) 将来の人口増加率に対して基準人口の

年齢構造要因のマイナスの影響が最も大き

く，出生要因と死亡要因が人口増加率に及

ぼす影響は限定的であった。ただし，反事

実的仮定において出生率が人口置換水準に

達する場合の推計結果では，20～30 代の人

口規模が大きい都市部ほどその寄与が大き

い。加えて，大都市圏の人口増加率は非大

都市圏に比べると低い水準ではあるが，基
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準人口の年齢構造の要因は大きくマイナス

の影響を示しており，移動要因によってそ

の減少幅が緩和されているに過ぎない。反

事実的仮定における出生率による人口増加

率へのプラスの寄与は移動の傾向も上乗せ

されているため，移動の構造が変わらない

とすれば，日本全国の少子化を解消するた

めには大都市圏における対策の必要性を示

唆する結果といえる。 
 
研究代表者は小山との共同で(3)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し、(1)は中

川、(2)は中村，(4)は大泉が担当した。なお、

その他の研究分担者（鈴木、林、小島、千

年、岩澤、守泉，石井）の研究成果につい

ては各分担研究報告書を参照のこと。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
※本事業の成果並びに成果に寄与した本プ

ロジェクトメンバーの業績を記す。ただし、

研究分担者の研究発表については、各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
１．論文発表 
・ 小池司朗「人口動態推計の理論と我が国

の地域別将来人口の見通し」，『住宅』，第

68 巻，第 7 号, pp.9-12（2019） 
・小池司朗「2040 年の地域人口の将来像 : 

東京圏一極集中は継続するか？」，『都市

問題』，第 110 巻，第 9 号, pp.4-25（2019） 
・中川雅貴「日本老年人居住地迁移及其内

涵養」『张季风 主編 胡澎顺・丁英顺 副
主編『少子老龄化社会：日本中国共同应

対的路径予未来』』中国社会科学文献出

版社 pp.72-81（2019） 
・小池司朗・菅桂太・鎌田健司・岩澤美帆・

石井太・山内昌和「日本の地域別将来推

計人口からみた将来の出生数」，『人口問

題研究』，第 76 巻，第 1 号, ページ未定

（2020） 
・菅桂太・小池司朗・鎌田健司・石井太・

山内昌和「日本の地域別将来推計人口か

らみた将来の死亡数」，『人口問題研究』，

第 76 巻，第 1 号, ページ未定（2020） 
・鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和

「地域別将来推計人口の精度評価―回帰

モデルによる推計誤差の空間的特性の検

証―」，『人口問題研究』，第 76 巻，第 1
号, ページ未定（2020） 

・大泉嶺「安定人口モデルと感度解析を用

いた人口減少の分析～地域間移動を考慮

した理論構築への展望～」，『人口問題研

究』，第 76 巻，第 1 号, ページ未定（2020） 
 
２．学会発表 
・小池司朗・菅桂太・鎌田健司・岩澤美帆・

山内昌和「地域別出生数の推計手法の比

較分析」 日本人口学会第 71回大会 香

川大学（2019.6.2） 
・中川雅貴「非大都市圏出生者における U

ターン移動の変化と要因」 日本人口学

会第 71 回大会 香川大学（2019.6.1） 
・大泉嶺「構造化人口モデルと生活史制御」 

日本人口学会第 71 回大会 香川大学

（2019.6.2） 
・ 大 泉 嶺  ”Continuous Age-State 

Structured Population Models and A 
Corresponding Transition Matrix 
Models”  2019 年度日本数理生物学会

年会 東京工業大学（2019.9.16） 
・大泉嶺「日本における人口減少の感度分

析～地域別出生率と地域間移動の影響

～」 第二回デモグラファー会議 東京

大学（2019.11.9）（招待講演） 
・中村真理子「老親介護はどれだけ続くの

か？：子世代の視点から」 日本人口学

会第 71 回大会 香川大学（2019.6.2） 

19



 

 

・中村真理子「初交年齢・性交頻度と結婚

力・出生力の関係」 人口学研究会第 618
回定例会 中央大学（2019.10.19） 

・ KOIKE Shiro, SUGA Keita and 
KAMATA Kenji “The Methods and 
Results of the Regional Population 
Projections for Japan”   10th 
International Conference on 
Population Geographies 
Loughborough University（2019.7.1） 

・KAMATA Kenji, KOIKE Shiro, Suga 
Keita and YAMAUCHI Masakazu “An 
evaluation on the Accuracy for the 
Regional  Population Projections in 
Japan- Investigation on Spatial 
Dependencies in the age-specific 
projection error rates”   10th 
International Conference on 
Population Geographies 
Loughborough University（2019.7.1） 

・NAKAGAWA Masataka “Migration of 
Adult Children, Living Arrangements 
and Geographical Distances to 
Parents: Analysis of the Japanese 
National Survey on Migration”  10th 
International Conference on 
Population Geographies 
Loughborough University（2019.7.1） 

・ NAKAMURA Mariko “A Sexual 
Behavior Survey in Japan: Focusing 
on the National Fertility Survey”  
Technical Consultation on Global 
Sexual Health Data Needs 京都大学

（2019.11.27）（Invited） 
・小池司朗「近年における外国人の 地域別

人口動向」日本人口学会 2019 年度第 1
回東日本地域部会 札幌市立大学サテラ

イトキャンパス（2019.11.24） 
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